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住宅・住環境問題の動向と高齢者の居住実態
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要約

大都市既成市街地の住宅・住環境問題も今日，人口集中への対応が主題であった時代と

は異った展開をみせている。本稿では，東京区部既成市街地を主対象として，新たな主題

のひとつである高齢者の居住問題に関する検討を行った。前半では，住宅統計調査を主た

る資料として，区部を中心とした住宅・住環境問題を概観することを通じて，主題となる

高齢者居住問題の他，依然として存在する低水準の居住状況の改善，中高層共同住宅の一

般化という事態への対処，住宅と住環境の間にある，ある種のトレードオフ関係の克服と

いった課題があることを示した。またこれらの検討に際して，地域による差異の存在を前

提とすべきことの指摘を行った。また高齢者居住問題については，住宅統計調査独自集計

結果の得られた世田谷区を事例とする分析を行った。後半では，高齢者居住問題の地域に

よる差異に着目して，特性の異なる3地区を対象とする実態調査を行い，その結果と考察

を述べた。高齢者を含む世帯の住宅・土地の種類や所有関係と，世帯の形態〈家族関係)，

就業の状況を関係づけた分析によって，今後の高齢者居住を考えるうえでの基本的視点と

対応の構図を導き出した。なお本稿の前半部分は高見沢が，後半部分は松本が分担執筆し

たのち，高見沢が全体調整を行った。

1 はじめに

生活の基盤としての住宅と住環境を整備改善し

ていくことの重要性はここで改めて強調するまで

もない。高度成長期を通じて引き起こされた大都
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市地域への人口集中が一段落し，住宅の量的充足

のなしとげられた後のここ10数年をみても，住

宅・住環境整備への様々な取組みがなされてきて

いる。例えば公営住宅については新規供給もさり

ながら，老朽化し低水準にあるものを，地区レベ

ルの住環境改善ともリンクさせて建替える方向が
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重視されている。例えば老朽化した木造賃貸アパ

ートの密集地区を改善する制度も誕生している。

また例えば都心区では常住人口の減少を防ぐた

め，事務所ビル建設に際して住宅の同時建設を行

政指導したりもしている。さらには若年単身者向

けのリース・マンションが周辺等に種々の問題を

もたらすということから，要綱による規制に乗り

出した自治体もあれば，高齢単身者のために，老

人アパート借上げ施策を展開している自治体もあ

る。

施策の個別的充実は結構だが，望ましくは適切

な体系のもとにそれらが配列されているべきであ

る。国のレベルでは5年ごとの住宅宅地審議会答

申と住宅建設5ヶ年計画というかたちが用意され

ているのに対し地方公共団体，特に基礎自治体と

呼ばれる市区町村での取組みはまだ弱い。住宅が

それぞれの土地に立地し，個々の世帯の生活と結

びっく以上，国の抽象的目標や計画はそれとし

て，住民に密着した自治体において住宅・住環境

にかかわる具体的政策・計画を生み出していく必

要がある。取組みの弱さの要因のひとつは，実態

面の把握の不足にある。即地的視野をもって，世

帯の居住生活と住宅のかかわり合いを分析する必

要がある。これらをふまえ本稿では，自治体にお

ける住宅政策・計画を念頭に起きつつ，今日的な

住宅・住環境問題の基礎的な検討を行うものであ

る。まず，東京都の区市の住宅・住環境の概況を

みながら計画を展望するうえでのいくつかの視点

を提出する。次いでそれら視点のうちから，特に

今後の計画の鍵となるべき高齢者の居住問題につ

いて，実態的な調査に基く検討を行う。おわりに，

以上をふまえて当面のまとめを行っておく。

2 住宅・住環境問題と高齢者居住の動

向

2-1 概況

(1) 東京都および区部の人口と世帯について

住宅・住環境問題の規定要因のひとつである，

人口と世帯の動向をまずみておこう。東京都全体

としての人口増加率は，昭和30年-35年に20.5%

と最大値を示したのち低減し，昭和50年-55年に

はマイナス 0.5%と，減少傾向をみせるに至っ

た。しかし昭和55年-60年には再び1.8%の増加

に反転した。増加に転じた原因を外形的にみれ

ば，自然増加率が低め (5年間に3.1%の増〉で

あるにもかかわらず，社会増加率が回復した (5

年間にマイナス1.3%で，昭和50年-55年の4分

の1近くに収まった〉ためで、ある。

区部人口についてみると，昭和40年の 889万人

をピークとして減少傾向が続いていた。しかし昭

和60年には 835万人と 2千人足らずとはいえ昭

和55年より増加し， 15年来の減少に歯止めがかけ

られた。もちろん地域別にみれば，都心区の全般

的減少を周辺区の人口増加が補填しているのであ

るが，減少区における人口減も以前ほどではない。

以上のように，東京都および区部の総人口は，

減少から安定へと推移する傾向にある。しかし人

口増減の安定化が住宅・住環境問題の安定化に直

接つながってくるわけではない。

まず，人口総数の安定的推移にもかかわらず世

帯の小規模化によるところの，世帯数の増加は依

然として続いていることがある。昭和55年-60年

の東京都の世帯増加率は4.3%と，それ以前より

高い。

しかし世帯数の増加のみでも現状の住宅問題を

十分に説明することはできない。東京都において

も，既に昭和48年の調査以来，住宅数は世帯数を

こえている状況である。つまりは，外形的な社会

増減としては現れない人口・世帯の移動問題や，

年齢階級，単独世帯の状況といった，人口・世帯

にかかわる質の変動をみる必要が生ずるのであ

る。これらが，住宅・住環境問題の今後に対し

て，新しい視点を提出しているとみられる。

(世帯の移動〉

ではまず世帯の移動の問題をみてみよう。現在

居住している住宅に住み始めてからの年数を示し

たのが図-1である。調査(住宅統計調査〉の行

われた5年ごとに，現住地での定住傾向は増して

きている。それでも約3割の世帯はここ約3年間

(正確には住宅統計調査での年限の切り方からし
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図-1 現住宅での居住開始後年数

て 2年9ヶ月〕に移り住んできている。即ち，

年間1割程度の世帯移動が存在するのである。東

京都レベルで、の社会移動が鎮静化してきたといっ

ても，転出数と転人数のバランスがとれてきたの

であって，移動自身はまだ少なくない。そのう

え，都内での移動は既述の社会増減にカウントさ

れていない。

居住の水準は世帯の人数や構成と，住宅の広さ

や設備等との対応において測定される。従って世

帯が移動すればその世帯にとっての居住水準は変

化する。居住水準は移動の問題と無関係には論じ

られない。新規建設住宅(フロー〕の水準や中古

住宅の流通の問題が重視される以所である。

しかも移動は世帯の属性によって傾向に差があ

る。特に関連の深い，年齢(世帯の主な働き手の

年齢〉との関係を示したのが図-2である。横軸

には，調査時点の直前約3年(昭和56年1月.-58

年10月の2年9ヶ月〉に現住宅に住み出した168

万世帯がどの年齢層で構成されているかを示し

た。 30'-39歳が最も多いが，それに次ぐのは24歳

以下， 25'-29歳の若年層である。縦軸には，それ

ぞれの年齢階層の全世帯中，直前約3年間に現住

宅に住み出したものの比率を示した。 29歳以下の

世帯では約9割がそれに該当するのに対して，年

齢が上るほど比率は下り， 50歳以上では1割台に

とどまる。年齢が上るにつれ，住宅問題は既に解

決され移動の必要がないか，解決していないにも

かかわらず移動が可能でない，またはその意志が

ないということだろう。

(若年層と高齢層の分布〉

こういった，年齢による問題の差異を探る前提
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図-2 主な働き手の年齢階級別にみた最近
約3年以内の居住世帯比率

として，若年層と高齢層の地域分布の変動をみて

おこう O 周知のように，東京都全体としても人口

の高齢化は著るいハ。 65歳以上人口は比率(昭和

55年で7.7%)，絶対数(同89.5万人〉ともに増え

てきている。他方，若年人口は減り続け，例えば

区部の20'-24歳男子人口数でみると，昭和40年の

約6割の量しか昭和55年には存在していなし、。世

帯形成期の都外転出を埋めるだけの転入が確保さ

れていないのである。

さて図-3は区および昭和55年に10万人以上の

人口のある市について，若年 (15'-19歳〉高齢

(65歳以上〉人口の昭和45年から55年の10年間で

の変動を示したものである。太枠は区市の人口規

模を表す。多くの区市で太枠の内側にある枠は15

.-19歳人口の比率を昭和45年と55年で比べたもの

である。内側にあればあるほど， 45年と55年の比

が1.0以下，即ち相対的減少が著るしい。逆に外

側にある枠は65歳以上の人口について同じ操作を

行った結果で、ある。外側にあればあるほど高齢人

口の相対的増加が著るしい。なお図中薄墨部分

は，区部，市部それぞれの45年/55年比の平均未

満 (15'-19歳)，平均以上 (65歳.-)で，かつ，

55年における各年齢別人口比率の平均を下まわっ

た(15.-19歳)，上まわった (65歳.-)もの，端

的にいえば若年人口の減または高齢人口の増が特

に著るしく，かっ年齢別比率としても特化してい
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る区市を示している。

都心を中心に城南，城東にかけての各区で若年

層，高齢層ともに薄墨がかかっている。これに対

して外周区では高齢層の増加はあってもまだ比率

はそう高くないし，若年層もそう減っていなし、。

三多摩では，立川市までの中央線沿いに若年減，

高齢増が著るしいが他は外周区に似ている。町

田，東久留米，東村山の各市では，若年層の相対

比率が増加さえしている。以上のように，おしな

べての人口の高齢化であるが，地域的な性向の差

もまた大きい。

(単独世帯)

世帯規模の縮小についてふれたが，これは従来，

少人数世帯の増加と多人数世帯の減少の両方によ

って生じていた。しかし昭和50年代に入ると 2

人-4人世帯の増加が横這いになったにもかかわ

らず1人の世帯(単独世帯〉は増え続けた。昭和

55年には，普通世帯中の単独世帯比率が区部で

31. 3%，三多摩で20.5%に達している。

(/点、礎科 ~45 ・ s55凶調}

普通世帯の主な働き手の年齢別に，その年齢の

世帯の占める比率〈横軸)とその年齢の世帯中単

独世帯の占める比率(縦軸〉をみたのが図-4で

ある(都全域)024歳までの世帯は全世帯の10.0

%を占め，その84.2%は1人の世帯である。 25-

39歳， 40-64歳と 1人の世帯の比率は減るが， 65 

歳以上の世帯では再び増える。総じて，若年単独

と高齢単独の階層に住宅問題の目が向けられるべ

きことを示している。

年齢と世帯の型の対応をもう少しみておこう。

図-5は普通世帯の型別の構成比率を横軸に，そ

れぞれの型における65歳以上の者を含む世帯の比

率を縦軸にとったものである(都全域〉。核家族，

特に夫婦と子の型が41.4%と最大で，かつ，この

型には高齢者を含む比率が低い。一方，複合世帯

は6.0%と少ないが，当然のこととして高齢者を

含む比率は高い。夫婦のみ，欠損，その他(兄弟

など〕の世帯においても，高齢者を含む世帯比率

は高い。単独世帯において高齢者比率は低いが，
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図-4主な働き手の年齢踏級別にみた
単独世帯比率

これは若年層が極めて多いことの反映であって，

量的には高齢者世帯もかなりの数になるとみるべ

きである。

(2) 住宅と住環境について

(居住水準〉

住宅の，主として広さと世帯人数を関係づけた

「居住水準」の概念が，昭和50年代になって国の

計画に採用されてきている。その早期の解消が目

標化されてきた「最低居住水準」未満の世帯数を

東京都について昭和53年と58年で比較すると，約

90万世帯 (23.7%)から約71万世帯(17.7%)へ

と減少した。しかし当初に目指された昭和60年時

点、での解消にはまだ遠い。しかも未満世帯の減少

は，一般に水準の低い，木造共同住宅に住む世帯

が減少(昭和48年の 108万世帯から58年の93万世

帯へ〉したうえ，居住する世帯に単身者が多くな

った(同54%から70%へ〉こと，即ち質の悪い木

賃アパートへの入居者が減り，かつ，住んだとし

ても狭い面積ですむ単身者が多くなったことが効

いている。最低居住水準未満世帯比率が，住宅の

所有関係によって異っている点に注意が払われ

る。持家で少なく (9.2%)借家で多い (24.7%)

特に公共借家〈公営・公社・公団〉で33.0%と最

大になっている。

これらの事情を地域別(区および昭和田年現在
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図-5 世帯の種類別にみた高齢者を含む
世帯の構成

の人口が10万人以上の市〉にみてみよう。図-6

は枠の大きさが総世帯数(普通世帯〉を，中の区

分のうち左側が持家，中央が民営借家(給与住宅

を含む)，右端が公共借家の占める割合を示し，

薄墨部分は最低居住水準未満の全都平均値(17.7 

%)をこえる(即ち水準未満居住世帯の多い〉場

合を示している。全区市とも公共借家世帯の水準

が低いが，中央区，荒川区では民営借家，持家の

すべてが都平均値より悪い。城南・城東・墨田川

沿いに民営借家の居住水準が低いのも特徴的であ

る。三多摩も(持家水準は極めて高いが〉民営借

家水準は低い。城西方面はかなり水準が高い。こ

のように居住水準には，所有関係での差異と地域

における差異が示されている。

(住宅の建て方〉

次に住宅がどのような種類のものとして建って

いるかをみておこう。図-7は，建築の時期別に，

現在ある住宅(東京都，約400万戸〉の建て方を

示したものである。まず横軸において，全体の約

8割が昭和36年以降に，約5割が昭和46年以降に

建てられたものであることがわかる。これは，過

去20年間ほどの期間において住宅の新築や建て替

えが活発だったことの現れといえる。縦軸におい

て建て方をみると， I長屋建その他」が古い時期

の住宅においては1割ほどあるが，最近のもので

は減り，一戸建と共同住宅が殆んどになった。さ
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らに一戸建も，昭和36年以降の建築分にあっては

減り，共同住宅と一戸建の比率は2対1程度にな

っている。

さらに共同住宅のうち3階建以上のものの比率

は，昭和35年までに建築された住宅の場合での

24.0%から， 44.3%， 56.7%， 74.2%と増加を続

建築時期不明
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図-7 建築時期別にみた「建て方」

けている(図中薄墨部分〉。なお図には示してい

ないが，一戸建のうち94%は木造であり，そのま

た80%近くが2階建である。

以上をふまえれば，東京都の住宅の概ね3割弱

づつが木造2階の一戸建，木造2階のアパート，

3階以上の(非木造の〉アパートやマンションの

3種類に大別されるということである。

(住環境の問題〉

一方，住宅をとりまく身近かな範聞の環境一一

住環境の状況はどうであろうか。ひとつの例を図

-8に示しておこう九詳細の説明は省くが，図

は500メートルメ y シュで、みた安全性(地すベり

崖くずれの危険度，浸水危険度，震害危険度，交

通事故危険度を足し合わせたもの〉の評価であ

る。全体として区部東側の安全性が低い。地形・

地盤・家屋の密集度・交通事故発生件数等に問題

のあることの反映である。

このような「住環境」は地域国有のもの，即地

的なものである点に注意が払われる。居住水準は

住宅と世帯の対応であるから，世帯の移動ととも

に変化する可能性をもつが，住環境は世帯の移動
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(資料 .!UJi(郎における住環境の水準設定調1i:s60)

図-8 住環境評価の事例(安全性の総合評価〉

の影響を受けない。しかし一方住環境も，即地的

に建つ住宅の密集度等が関係しているから，それ

ぞれの地域で住宅の新・改築や増築がどのような

ものとして行われるか(例えば非木造化，高容積

化〕によって変化する性質をも有している。

〈地区による差異〉

以上の「住環境」は500メートルメッシュとい

う細かい単位で、みたが，人口や住宅の諸指標も細

かくみれば同一区・市内でも地区的にかなり異っ

ている筈である。一例として世田谷区(昭和53年〉

について，地区別の持家率(縦軸)， 1人当り畳数

(横軸〉を示したのが図-6であるヘ等々力・

奥沢地区は三軒茶屋地区に比して持家率で1.6倍，

畳数において1.3倍の差異をみせている。

住宅にかかわる最も詳細な調査である住宅統計

調査も全数調査でないため，統計誤差の問題か

ら，普通小地区集計は行われていなし、。しかし上

にあけ'たように，住宅や住環境の問題は，地域・

地区ごとの差異が一般に大きいことを再確認して

おかなければならない。

(3) 小括一一動向からみた今後の問題

以上，東京の人口・世帯の動きを背景に，住宅

と住環境の状況を例示的にみてきた。今後の住

宅・住環境問題を考えるうえで簡単な要約を行え

ば次の6項となる。

① 主として住宅の広さを世帯人員との対応で

みた「居住水準」は一応の向上をみせているもの

の最低居住水準未満世帯はまだ多い。特に借家，

就中公共借家において水準が低い。より高い目標

水準を掲げるためにも，最低未満世帯の解消が依

然たる課題である。

② 水準向上は活発な住宅建設活動と世帯の移
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動，世帯規模の縮小によってはかられてきた。今

後とも，ひとつは新規建設住宅の水準を上げる一

般的努力〈即ち水準の低いものをつくらせない〉

が必要であるとともに，建設活動の不活発な，し

かも世帯移動の少ない，結果として水準の特に低

い地域への対応が必要となる。

③ 住宅を建て方でみたときの共同住宅，特に

3階建以上の非木造住宅に住む世帯が全数の 3割

に近くなっている点が改めて注目される。居住者

の意識や物的な環境も従来とは種々の側面で異っ

てきている筈である。また住宅の共同管理や将来

における建て替え問題への対処といった，新らし

い課題も生じてきている。

④ これら中高層住宅の一般化も住環境を変容

させるー要因と考えられるが，住環境問題は住宅

問題と比べて全般に解明が遅れている。住環境と

住宅は居住者にとっては一体的なものだが，基本

的性質は少し異る。住宅を建て替えて大きくすれ

ば居住水準は上るが建べい率，容積率が増えて住

環境は一般に悪化するというトレードオフ関係が

観察される。居住水準は，世帯の移動によって同じ

住宅のままでも少人数世帯が入ってくることによ

って向上する可能性があるが，住環境は原則的に

土地に固有のものである。こういった性質を前提

としたうえでの住環境問題の解明が必要である。

⑤ 人口総量の安定化の中にあって人口の質的

側面への考察が重要になってきている。従来から

も30歳前後からの世帯形成・世帯拡張層の住宅問

題としては捉えられてきたが，今後には，ひとつ

は若年単身層の問題へ，ひとつは高齢層の問題へ

注目が払われるべきである。(なお高齢層につい

ては次節以下で少し詳しく分析を進める。〉

⑥ 以上のような住宅・住環境問題には常に

「地域・地区による差異」の存在する点が改めて

強調される。実態も細かい地域・地区を単位とし

て捉えられるべきである。対応も，一般的対応の

うえに地域・地区の特性への対応が加えられるべ

きである。

2-2 高齢者居住の動向(世田谷区を例に〉

(1) 高齢者を含む世帯の住宅事情

東京における人口増減の安定化のなかで，改め

て住宅・住環境の状況を概観したとき，新らしい

課題のひとつとして高齢者の住宅問題が浮かび上

ってきた。もちろん高齢者の場合，住宅問題は単

なる物的存在としての「住宅」の問題にとどまら

ず，住生活全般(例えば生活介護といった〉にか

かわることが多いし，対応方策もそれらを視野に

収めて検討されるべきだろう。ここではその前提

として，住宅統計調査をベースに，高齢者の住宅

事情をまず考察しておこう。対象地域は住宅統計

調査中，高齢者に関係する部分の独自集計を行っ

た世田谷区であるヘ

世田谷区の概況をみれば，普通世帯307，300中

主な働き手が65歳以上であるものの比率は8.8%

で，都平均値の8.9%にほぼ等しい(住調昭和58

年。以下同〉。また， 65歳以上の高齢者を含む世

帯の比率は16.7%で，都平均値18.3%に比べると

やや低い。この，高齢者を含む世帯の実数は50，980

であるが， うち持家に住むものは79.2%と，都平

均値75.6%よりやや高い。このように世田谷区の

高齢者の居住状況は都平均を若干上下するもの

の，そう大きな差はないとみられる。

(世帯の種類〉

まず高齢者を含む世帯を持家・借家別に世帯の

種類をみたのが図-10で、ある。持家は複合世帯が

4割を占めているが借家では2割強と少なく，逆

に単独，欠損世帯が多くなっている。これらを区

全体の世帯の種類(下段〉と比べると，高齢者を

含む世帯の特性は明らかである。

(入居時期・建設時期〉

次いでこれら世帯の，現住宅への入居時期とそ

高齢・持家

高齢・借家

(区全体)

単'独



高見沢・松本:住宅・住環境問題の動向と高齢者の居住実態 97 

高齢・持家

高齢・借家

(区全体)

図-11 高齢者を含む世帯の入居の時期

高齢・借家

(区全体)

50% 

{原資料 558住調独自集計普通世帯世田谷区}

図-12 高齢者を含む世帯の住宅建築時期

の建設時期をみよう。図-11と12に示す。持家層

借家層ともに，区全体の場合より永い期間現在の

住宅に住み，しかも住宅の建設時期は総じて古

い。なお，図では省略したが，この傾向は世帯の

種類との対応関係は薄く，単独世帯であろうと複

合世帯であろうと共通して示されている。

持家と借家を較べると，住宅の建設時期につい

てそう大きな差異はないが，入居時期については

持家の場合の「永さ」が顕著である。逆に借家世

界は，過去約8年間に入居したものも 4割ほどで

あって，区の全体平均ほどではないにしても，か

なりの移動がみられる。

(入居理由〉

で、は現住宅への入居理由はどのようであろう

か。昭和54年以降調査時点、までの約5年聞に入居

した世帯についてその理由を尋ねた結果が図ー13

である。注目されるのは「同居」によるものが区

全体では1.7%なのに対して，高齢者を含む持家

14.9%，同借家3.1%，また「立退き」によるも

のが，区全体では4.5%なのに対して高齢者を含

高齢・持家

高齢・借家

(区全体)

0% 100% 

(原資料 s58住調独自集計普通世帯世田谷区}

図-13 高齢者を含む世帯の転居 (s.54~58. 9) 
の理由

(区全体・
持家) 61.4 

66.3 

51.0 

64.9 

平均居住水準以J::世帯

{原資料 s58住調独自集計普通世帯世田谷区)

図ー14 高齢者を含む世帯の居住水準

む持家9.6%，同借家17.1%と多くなっているこ

とである。「同居」の実現は高齢者居住のひとつ

の解答であろう。「立退き」の多さは(持家でも

借地の場合は立退きが強制されうる〉居住年数の

永さとも相倹って，この問題が高齢者を含む世帯

にしわ寄せされているともみられる。

(居住水準〉

さて，居住水準についてはどうであろうか。図

-14は持家借別家に区全体の値と比較したもので

ある。持家においては，区全体よりやや良い値が

示されている。しかし借家においては，最低居住

水準未満世帯の区全体の比率18.9%より大幅に悪

い30.8%(実数では3，280世帯〉が示されている。

そこで借家10，600世帯について，世帯の種類別

に最低居住水準未満世帯の状況をみると図-15の

ようになる。夫婦と子供，欠損，複合世帯におい

て，半数前後の世帯が最低居住水準を満たしてい

ない。ところで，こういった借家の家賃はどうで
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単独(24.0%)

夫婦のみ

(23.4%) 

夫婦と子

(10.3%) 

複合(22.7%)

欠損(13.8%γ
その他・不詳

55.4 42.9 

30.4 

合計(100%)最低水準未満世帯平均居住水準以上
(原資料 558住調独自集計普通世帯世田谷区)

図-15 高齢者を含む借家世帯の居住水準

高齢・借家

図-16

あるかをみたのが図-16だが 7万円以上の高額

家賃を支払っている層が区平均よりやや多いもの

の 2......3万円以下の安い家賃の層も多く，両極

分化の傾向がみてとれる。

もう一度居住水準の問題へ戻るが，持家におい

ては高い水準のものも多かった。そこで図-17で

は世帯の種類別に居室面積をみてみた。注目され

るのは，単独あるいは夫婦のみの世帯で25畳をこ

える，あの意味では過大な住宅に住む層が約6，900

世帯存在することである。個々の状況をみないま

まに即断はできないが，広過ぎるゆえに維持管理

等が適切に行えない状況も推察される。

(2) 小括一一高齢者居住の概要

65歳以上の高齢者を含む世帯の住宅事情につい

て，世田谷区を事例として概観してきた。区全体

の一般的傾向との差異とともに，ひとつは持家・

借家という所有関係での差異が明らかだった。ま

たひとつには，世帯の種類における差異も随所に

単独(l0.4%)

夫婦のみ i 
(24.5%)1 

夫婦と子
(11.3%) 

複合(40.5幻

欠損(8.8%)
その他・不詳

図-17 高齢者を含む持家世帯の世帯当り居室面積

みられた。概して借家において厳しい状況のみら

れること，持家においては同居による多世代居住

の実現が示されていることが特徴である。後者は

高齢者への家族によるケアという住生活問題との

関連を示唆する。一方で持家の一部には，十分の

ゆとり，さらにいえば広さをもて余すであろう世

帯も存在している。

さて以上のような概況をこえる分析は統計資料

の集計だけでは困難となる。集計単位の制約から

して地区レベルで、の実像はつかみ難い。また，世

帯の諸属性との関連分析にもクロス集計の限界が

ある。そこで次章ではここまでの知見を基礎に，

より小単位を対象とした実態的調査と分析を行っ

てみたいと考える。

3 地域における高齢者居住の実態

3-1 実態調査の視点と方法

(1) 実態調査の視点

高齢者居住の実態をより詳細に考察するため，

地域(のちに述べるように，特性の異なる，町丁

目を単位とする 3地区を選定する〉を特定して，

家族4)の居住状況を調査分析する。

高齢者の居住実態を把握するためには，家族聞

の扶養関係を視野に収めておかなければならな
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い。それは，広く指摘されているとおり，高齢者

には程度の差はあれ生活能力の低下が生ずる以

上，周囲からの種々の援助が不可欠だからであ

る。援助は，公共ないし地域(近隣による扶助や

地域ボランティアによる援助〉からのものを拡充

することが政策的には求められるが，同時に，可

能な範囲での家族(特に子の世代〉からの援助も

現実的基盤として存在する。もちろん，政策側が

公共の役割を家族に負わせるのは問題であり，高

齢者個々人，高齢者を抱える個々の世帯が家族扶

養と公共援助を適切に選択し，組合せる自由度が確

立されていなければならないが。

家族による扶養の存在を考慮すると，高齢者の

居住実態を把握するに際して，高齢者自身が居往

している住宅の実態(所有関係，規模，構造，老

朽度，維持管理状態〉に加えて，家族，特に子世

代との同居・別居状況や交流の状況(同居ならば

生活の共同の程度，別居ならば両者の距離，子世

代の住宅の状況等〉を含めた分析が必要となる。

また，家族の形成過程において，その居住実態は

土地・住宅の保有状況(所有関係や規模等〉によ

って規定されることが多い。例えば，集合住宅で

は増改築がむずかしいため，親子二世帯の同居は

一般に困難であり，別居を選択することとなる。

あるいは親子二世帯が居住していても，子の就業

地によっては別居せざるを得ない。このように，

土地・住宅の保有状況は家族形成を規定する側面

がある。

以上のことから，本調査では，高齢者の居住実

態を，その居住する住宅と，高齢者のおかれてい

る家族状況の関係づけを行なうことによって整理

する。また，高齢者の日常生活は，住宅を中心と

した近隣において営まれるのことから，地域を単

位として，居住環境，社会環境をも含めた面的な

把握を試み，地域に即した高齢者の居住のあり方

の検討素材を得る。

(2) 実態調査の概要

東京の既成市街地(区部を対象とする〉の代表

的な住宅地として，①ホワイトカラー層の居住地

で，持家戸建専用住宅に特化した山の手住宅地，

②職住併存の，伝統的居住形態の残る下町住商工

混在地域，③木造賃貸アパート〈以下木賃アパー

ト〉など共同住宅の多い木賃アパート密集地域の

3タイプの住宅地を取りあげる。そして，そこに

居住する高齢者の居住実態を把握するために典型

地区での実態調査を行なった。その概要は以下の

通りである。

〔調査対象地区(典型地区〉および調査時期〕

①山の手住宅地 杉並区松ノ木3丁目

1982年7月，..，10月

②下町住商工混在地域墨田区東向島1丁目

1983年5月""9月

@木賃アパート密集地豊島区東池袋5丁目

域 1983年8月

1684年7月

これら3地区での実態把握は，以下の4調査を

基本として行なった。

1) 住民基本台帳(以下住民票〉調査

調査対象世帯 (65歳以上の居住者を含む世帯〉

を住民票により抽出し，その世帯の構成員の続

柄，生年月日，転出入年月，転入地および転出先

等の資料を得た。

2) 現地調査

調査対象世帯の居住実態および住宅について，

現地調査を実施し，住宅形態，住宅の構造と規模，

住宅の老朽度および維持管理状況，居住実態(親

子世帯の同居・別居の形態と住宅の共有部分の有

無〉に関する資料を作成した。

3) 土地・家屋課税台帳調査

調査対象地区全域の土地・家屋課税台帳の転記

により，調査対象世帯の土地・家屋所有関係，所

有規模，家屋の建築年，増改築実施の有無，取得

時期と方法について把握した。

4) 高齢者インタビュー調査等

上記3調査での分析内容を定性的に確認し，か

っ調査対象地区での高齢者の生活の概況をつかむ

ため，高齢者へのインタビュー調査と自治体，町

内会，老人グラブ等へのヒヤリングを実施した。

調査対象3地区の概要は，表-1に示すとおり

である。

松ノ木地区は，戦前から戦後初期に市街化され

た住宅地で，敷地に比較的余裕のある木造戸建住
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宅が主流の住宅地である。

東向島地区は，明治末期から市街化が始まり，

関東大震災後のスプロールを経て形成された地区

であり，戦災をまぬがれ現在に至っている。その

ため道路基盤が未整備なまま市街地が形成され，

不燃化率17.4%の木造密集市街地となっている。

長屋形式の専用住宅，住商・住工併用住宅，小規

模工場等の多様な建物形成よりなり，土地利用用

途の混在した地区で、ある。

東池袋地区は，明治末期から大正期にかけてほ

ぼ全域で宅地化が進行した地区である。土地所有

者による家作経営として建てられた長屋は，戦災

をうけずに一部残存している。さらに，昭和30年

代の木賃アパート建設が，住宅の主流を長屋から

木賃アパートに転換させた結果，現在では都内有

数の木賃アパート密集地域となっている。

3-2 典型3地区の実態調査の結果

(1) 高齢者を含む世帯の状況

住民票より抽出した調査対象世帯 (65歳以上の

居住者を含む世帯〉を基本として，現地調査を実

施した。その結果，住民票上で「単身世帯」とな

っている事例の一部は，子世帯と同居しているこ

とが明らかとなった。また，同居形態も，同棟同

居(玄関共有)，別棟同居と多様であることが確

認されたヘ

図-18は，上記の2調査の結果を家族型別に整

理したものである。(この場合，同棟・別棟にか

かわらず，子世帯が同一敷地内に居住している事

例を「複合家族」として扱っている。〉

d 

典型3地区および東京都の家族型別世帯構成比

の差異は，高齢者のおかれた家族関係や家族の居

住形態に地域差のあることを示すものである。松

ノ木地区では他地区に比較して，複合家族の割合

が高く，単身の割合が低い。一方，東池袋地区で

は単身や夫婦の割合が高く，相対的に複合家族の

割合を低いものとしている。

次に，課税台帳調査による調査対象世帯の土

地・家屋の所有状況を，図-19に示す。住民票お

よび現地調査を経て分析対象とされた世帯の居住

している土地，住宅のそれぞれの所有者名と，住

民票上の姓名を照合することにより整理を行なっ

た結果である。

土地および住宅の所有者名と住民票上の姓名の

三者が一致した「持地持家居住層 (AAA型)J，

住宅の所有者と住民票上の姓名の一致した「借地

持家居住層 (ABB型)Jの両者を合わせた持家層

の割合は 3地区のうち最も低率の東池袋地区で

も72.0%である。また，単身ではその持家率は低

く，複合家族では9割をこえるといった様に，家

族型による隔差が大きいものとなっている。

松ノ木地区では82.0%が持家層であり，最も低

率の単身でも72.7%となっている。これに対し，

東池袋地区では全家族型でも72.0%，単身に至っ

ては38.5%と低率である。これは，土地・住宅の

所有状況が，家族型での差異が大きいこと，地区

によっても差異のあることを示している。

調査対象世帯の居住する住宅の用途，種類につ

いて，現地調査の結果を家族型別に整理したのが

図-20である。

50 1日目%

単身

'夫婦
欠損家惇
夫婦と子

複合家族
その地

とする
吋ド親族世帯

図-18 調査地区の家族型別にみた高齢者を含む世帯
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全体としてみると，松ノ木地区では戸建専用住

宅が81.4%を占めているのに対し，東向島地区で

は39.4%，東池袋地区では38.6%とかなり低くな

っている。東向島地区では長屋建(17.8%)や共同

住宅(10.3%)，あるいは併用住宅 (32.5%)と，

住宅形態は多様となっている。東池袋地区でも同

様であり，特に長屋建(15.9%)，共同住宅(18.0

%)が多くなっている。

家族型別にみると，単身では共同住宅，夫婦で

は戸建専用住宅，複合家族では戸建専用住宅およ

び併用住宅に特化しているのが特徴的である。こ

れらの傾向は 3地区ともそう大きく相違のない

ものである。

(2) 高齢者の居住実態の特徴
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宅の老朽度にも家族型による差異がみられる。

③ 延床面積が，親子世帯の同居を規定してい

る。持地持家層と借地持家層の同居率の差はそれ

ほど顕著でなく，土地の所有が同居を規定する要

因の一つではあるが，他の要因によるところが大

きいと考えられる。持地持家層の住宅延床面積

を，同居例(複合家族〉とそれ以外(単身と夫婦〉

との比較で検討した結果，延床面積が同居する 2

世帯の居住空間として，ある一定規模以上必要で

あることが示唆される九(図-23)

④ さらに，親子世帯の同居事例のうち，土地，

住宅の所有規模の資料のある持地持家層について

詳細な分析を行なった結果，準同居，同居，近接

別居の順に，宅地面積が大きい傾向がみられた

(図-24)。敷地に余裕があったり，増築が可能な

場合には別棟の建築や上下階分離による準同居が

実現されること，同居したくても 2世帯の同居を

可能とする空聞が得られず近隣の住宅を確保して

近接別居が実現されることが推察される。

(3) 典型地区の特徴

典型3地区は，市街地の形成過程，住宅の種

類・形態，その混在度，居住者構成等が大きく異

なっていることは明らかである。こうした相違の

なかで，高齢者の居住実態も異なった状況を呈し

ていることは前述のとおりである。本項では，地

区ごとに，その特徴とみられる点をまとめる。

〔松ノ木地区(典型山の手地区)J

本地区の高齢者の80.2%は持家層であり， 81. 4 

土地・住宅の所有関係別居住年数(東池袋地区〉

医至急

二D56.6O 

43.70 

66，6O 

図-21

C8，7日単

血B建て管え
Eヨ別棟建築
口なし

~不明

家族型別にみた住宅の建てかえ〈松の木地区〉図-22

3地区での実態調査に共通して示された，高齢

者の居住実態の特徴は，以下の諸点にまとめられ

る。

① 持家層と借家層では，居住年数や家族型に

相違がみられる。図-21に示されるとおり，持家

層の居住年数は長く，借家層では短い。また，複

合家族では持家層が9割以上であるのに対し，単

身では借家層の割合が高いことは前述(図-19)の

とおりである。

② 増改築の実施や維持管理は，家族型によっ

て状況が異なっている。複合家族では増改築ある

いは別棟の新築などの例が多い(図-22)が，単

身や夫婦といった高齢者のみの場合，維持管理さ

え十分に，行なわれないことが多い。従って，住
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国一24 持地持家層における同居形態と宅地・家屋延床面積(松の木地区〕

複合家族の居住する持家・戸建専用住宅は，建

てかえ，増改築がなされ，他の家族型の場合に比

較して良好な維持管理状態にある〔図 22)。

本地区の高齢者の収入・学歴は相対的に高く，

%は戸建専用住宅に居住している。そして，本地

区の多くを占める持家・戸建専用住宅に居住する

高齢者は69.0%で，そのうちの64.8%は複合家族

である〈図-25)。



高見沢・松本:住宅・住環境問題の動向と高齢者の居住実態

室】

f
i
l
i
-
-

住

外
建
以

一
日
'

84.2 

持家 借家
80.2% 19.8外

国一25 松の木地区の高齢者の住宅の状況と
戸建住宅居住世帯の家族型

経済的には自立度の高い高齢者が多いとみられ

る。従って，本地区の特徴的な事例は高齢者側の

必要としている精神的援助と，子世帯側の住宅事

情および両者の生活共同の利便性が結びついた

「複合家族化」を実現しているものと推察でき

る。また，こうした持家による複合家族形態は，

親子の同居率61.2%引の現在，高齢者の居住実態

の主流のーっといえる。

〔東向島地区(典型下町住商工混在地域)J

本地区の高齢者の居住する住宅形態は図-20の

とおり，専用住宅67.5%に対し併用住宅32.5%と，

他地区に比較して併用住宅の割合が大きい。ま

た，専用住宅の内訳は戸建41.6%，長屋建26.3%，

共同住宅15.3%となっており，全体として住宅形

態の多様な状況が高齢者の居住状況にも反映して

いるものと考えられる。

本地区の高齢者の特徴的な居住形態として，①

職住併存の居住形態，②近隣に親子，親族が居住

している近接別居，③持家・戸建専用住宅での親

子同居(準同居〉形態があげられる。

職住併存，すなわち併用住宅に居住する高齢者

の内訳は，複合家族51.9%，次いで夫婦と子，夫

婦が各々12.6%となっている。そのうちの71.7% 

は庖舗併用住宅で，その他は工場・作業場，事務

所，医院である。これらの事例では，生業および

土地住宅の継承，老親の扶養が，子世帯の同居に

105 

より行なわれている。

松ノ木地区の事例では，親と子の職業に関連が

ないため子の世帯形成がすなわち転出となるのに

対して，本地区では職業との関連でその継承のた

めに同居あるいは近接別居するケースがみられ

る。特に，近接別居の事例では生業を継承してい

る例が多く，別居した子世帯が親世帯の併用住宅

に通勤して仕事をしている事例がみられた。本地

区には職住併存の居住形態が基盤として残ってい

る。それは，家族の成長に伴った住空間の拡大

が，近隣のアパートを借りたり，長屋の隣接住戸

を借りたり(近接別居)，あるいは増築，隣家の

買取り(準同居〉によって，仕事の場である本地

区からの転出することなしに実現していることか

らも明らかである。

持家・戸建専用住宅の事例は，松ノ木地区と同

様の傾向を示している。しかし，本地区は松ノ木

地区に比較して高密市街地であり，増築による住

空間拡大(複合家族化〉は，土地所有者層や，や

や敷地規模の大きい事例に限られている。従っ

て，前述の近接別居や隣家等の買取りが行なわれ

る以外は， r子の独立→転出による老親の残留」
となっている。

〔東池袋地区(典型木賃アパート密集地域)J

本地区の高齢者の住宅形態，住宅の所有関係で

の特徴は，共同住宅・借家層の多いことである。

とりわけ，木賃アパート居住者は， 66事例， 13.5 

%にのぼる。そして，そのうちの62.1%は単身，

次いで夫婦 (15.2%)といった「高齢者のみの世

帯」となっている。

借家層の居住年数は，持家層に比較して短い

が，そのなかでも木賃アパート居住者の事例では

45.5%が5年未満と特に短い。こうした事例の多

くは，高齢者へのインタビューや老人グラブ等へ

のヒヤリング調査によると，家族・親族が少な

く，また近隣との結びつきも弱いため，孤立化傾

向にあることが指摘された。

一方，本地区の住宅形態の多くを占める木賃ア

ノ4ートの経営者の50.4%は高齢者であるへこう

した木賃アパート所有者の高齢化は，経営意欲の

減退を生じ，建物の老朽化を招くなどの住宅地の
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ストックの水準低下として大きな問題をはらんで

いることが指摘される。

しかし，木賃アパート経営の高齢者の48.5%は

複合家族となっており，居住年数が長く，本地区

定着層といえる。従って，家族と同居するなど密

接な関係にあり，かつ近隣との結びつきも強い傾

向にある木賃アパート経営者層は，本地区の住宅

ストッグに多大な影響力をもっ層といえる。

3-3 小括一一土地・住宅と家族関係よりみた

高齢者の居住問題

(1)顕在化する問題と対応策

典型3地区での実態調査から，高齢者の居住を

土地・住宅と関連づけて検討する。顕在化しつつ

ある問題を整理し，それへの対応策を考察する

と，表-2のようにまとめられる。

問題点は，大きく持家層と借家層に分けて考え

られる。持家層では，住居費の大半が維持管理費

用と考えられるのに対し，借家層では家賃である

ため，経済力の低下によって住居の確保さえ不安

定になる。また，持家層の場合，住居は確保され

ているものの，維持管理費用が負担できなくなる

と，住宅の老朽化を招くおそれがある。このよう

に，持家層と借家層では問題の所在が異なる。

さらに，家族との同居・別居，あるいは援助が

得られるか否かによっても問題は異なる。すなわ

ち，複合家族化した場合では，親子二世帯が居住

するための住空間拡大は建てづまり，過密化を生

ずる。一方，複合家族化できない場合，住宅の維

持管理の費用や労力，意欲の減退が老朽化につな

がることも考えられる。そのうえ，木賃アパート

経営者の高齢化によるアパートの老朽化といった

自己住宅以外の老朽化問題も，その経営や運用の

支援者がいない場合に生じている。

実態調査では，家族による援助が土地・住宅や

生業の継承によって行なわれていることが明らか

であった。しかし，そのいずれも持ちえない場

合，または持っていても援助の得られない場合で

は，高齢者相互，あるいは近隣との結びつきに依

存している事例や，公的扶助のみに依存しており

地域社会・家族から孤立化している事例も確認さ

れた。各々の実態から抽出された問題への対応策

は表-2のとおりである。行政によって現在実施

されている例もあるように，個別的な対応は可能

である。しかし，今後は土地・住宅の継承を住宅

地の水準保持の観点から検討することや，近接別

表-2 今後顕在化す~問題とその対応策

一一一戸りする問題ー L 対 応 竺一一一

。複合家族化の場合

同居・準同居の実現→建てづまり・過密化

持 i相続→土地・住宅の市場放出(細分化〉

子世帯の近接別居を可能にする

土地・住宅継承の推進(市場放出防止〕

老後保障+相続の優遇〈武蔵野方式〕

。複合家族化できない場合

家|住宅の維持管理等の意欲・能力の減退→住宅の老朽化| 修繕費用等の補助・貸付

l修繕等の労働力の提供
土地・住宅等資産活用できない→建築物の老朽化 | 手続き代行，信託制度等

層
世帯分離は，若年層の流出・高齢者の残留を招く

地域活力の低下

借

家

層

民営借家居住者の居住水準の悪化・家賃問題

(地域活力の活性化・若年層の流出防止〉

住宅供給(住み替えの自由度を高める〉

近接別居の推進，若年層向け供給

老朽借家住宅の改善

高齢者向け住宅の供給(老人アパート等〉

老人アパート公営住宅優先入居

住居費の援助
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表-3 家族と高齢者の同居別居形態の整理

長競t~~統的
-生計

同居 同居率 61.2% ↓ -日常生活〈食事、家事など)
(生活分離〉 低 -住宅〈総て共用→一部共用

別棟同居 6.2% :玄関、台所、食堂、居間等
準同居 隣 居 2.1%

a • ' 

〈徒歩10分以内)~ ↓ 
蹴別居 2琉{徒歩圏内

自家用車、鉄道利用
別居 21.1% ! (遠距離)
|子供なし 7.0%: 

: 

居システムの実現のための住宅地の住宅構成をど

うするのか，若年層の流出を防止し異世代の交流

できるまちづくりをどう進めるのか，といった総

合的な目標・方策の検討が重要となってくるもの

と考える。

(2) 家族と高齢者の関係を軸とした居住形態

高齢者の日常生活においての援助の基盤が家族

であることに，今後も大きな変化はないとする

と，高齢者の居住問題は家族との関わり抜きには

考えられない。

実態調査の結果から，家族と高齢者の関係を軸

とした居住形態を整理したのが表-3である。

従来からの親子二世帯同居は，親子相互の独立

性を認めた準同居が指向される傾向にある。すな

わち，同居の形態もその生活の仕方により， r同
棟での生活共同型」から「上下階，別棟による生

活分離型」まで多様となることが考えられる。し

かし，敷地に余裕がない同居困難な場合や相互の

独立性を指向する場合，近接別居も選択肢のーっ

として有効である。

また，両者の居住する住宅の位置が徒歩圏なの

か自動車利用，あるいは同一鉄道沿線なのか，そ

の距離も含めて，近接別居としてどこまでが有効

とされるのかを検討する必要がある。そして，多

様な同居・近接別居の実現のためのシステムづく

りは今後の重要な課題である。

さらにいうまでもないが，家族による援助のみ

では高齢者の日常生活上の援助に限界がある以

上，近隣の結びつきによる地域扶助のシステムの

れ昭和55年度東京都老人生活実態調査

重要性が，今後さらに増大すると考えられる。

4 おわりに

以上のように，本稿の前半では住宅統計調査の

分析を主に用いて，東京都，特に既成市街地たる

東京区部の住宅と住環境問題の今日的動向を，そ

の主要テーマのひとつである高齢者居住を中心に

考察してきた。後半では，高齢者に問題を限っ

て，性格の異る典型地区を対象とした実態調査の

分析と考察を行ってきた。

住宅の量的充足が果された今日にあっては，高

齢者の居住問題を，単なる物的存在としての住宅

とのかかわり合いから広げて，家族や地域，公共

による居住生活への援助との関係も含めて検討す

ることが必要とされる。

高齢者の居住問題を解く鍵は，ライフステージ

の最後の段階に至った高齢者の住宅が，子の世代

とどのような関係において存在するのかという点

にある。ひとつの極には，持家で，敷地にもゆと

りがあり子世代との同居(特に玄関や台所が独立

し得るかたちで，あるいは同一敷地内での隣居と

いうかたちで〉という形態がある。他方の極には

子がなく(または交流が希薄で)，零細な借家に孤

立して住む形態がある。これら両極聞に様々な高

齢者居住形態が存在するのであるが，その形態は

現象的には，次のような側面において表出される。

① 同・隣・近・遠居，または子世代なしとい

った次世代との距離関係。
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② 持家・借家あるいは戸建・アパート・マンシ

ョンといった住宅・土地の所有関係と種類，規模。

③ 職業，特に親から子への継承が可能な，し

かも住宅と仕事場が同一場所となりうる職業であ

るか。(この他に，高齢者世帯の経済状態，個々

人の健康度が関係するが，個々の世帯にかかわる

問題であり，今回の住宅からのアプローチでは付

随的要素として捉えるべきだろう〉

これら諸点は，みてきたように，既成市街地内

の地区ごとにかなり傾向の異ったものとして存在

していた。そしてその傾向の差異が次の2つの政

策的側面に，異った対応方策を求める。

④ 都市計画・住宅問題として

高齢者の住宅に関わる，個別の住宅建て替え等

をどう援助・誘導すべきかの問題。それぞれの地

域に新たに建てられる住宅を既存の居住世帯とど

う関係づけるかの問題。それぞれの地域での高齢

者を念頭に置いたとき，住環境をどのようなもの

とすべきかの問題等。

⑤ 高齢者福祉の問題として

家族，地域，公共における高齢者への援助がど

のようなものであるべきかの問題として。またそ

の結果として，高齢者のための地域施設がどうあ

るべきかの問題として。

以上のように，住宅・住環境の今日的主題のひ

とつとしての高齢者居住問題は，上記①②③を地

域に即して把握することから，④⑤の都市・住

宅・福祉の対応方策を導き出すという構図におい

て検討されると考えられる。
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注

1) r東京都における住環境の水準設定調査報告書」
昭和60年2月東京都住宅局より引用した(同調査主

査を高見沢がつとめた調査作業は野村総合研究所〉

2) r図説住宅白書J昭和61年9月世田谷区より引用
した(同資料策定の研究会委員を高見沢がつとめた

調査作業は計画技術研究所他〉

3) 世田谷区に設けられた住宅研究会での検討資料よ

りの引用である(主査高見沢，作業・分析竹内陸男〉

4) 前章までは統計調査用語である「世帯」を用いて

きたが，本章では世帯の構成員相互の関係にも着目

することから， r家族」を用いる。
5) r高齢者の生活圏域と環境条件に関する研究J(内
閣総理大臣官房老人対策室昭和55年〉によると，

高齢者の外出行動は個人差が大きいものの，外出手

段は徒歩，自転車が多く，外出行動圏は「仕事」

「高級品の買物」等を除くと片道30分前後の範囲に

含まれる。

6) 高齢者と子の両核家族の同居形態は，生計および

日常生活の共同度により，大きく同居と準同居に分

けられる。準同居は， rおもな居室と生計の大部分
は分離しているが，面接交渉が随時可能な同一宅地

内に居住する両核家族の連合形態J(湯沢務彦「老
人扶養問題の構造と展開JIl'老人扶養の研究』垣内

出版1974年)であり，同棟で上下階・左右に分離し

た例や別棟を同一宅地に建てた例は，準同居に該当

する。

7) 調査対象事例中には，親子二世帯が同居するには

狭小で問題があると考えられる事例もある。ここで
はこうした特殊な事例を除いた規模を示している。

8) 東京都「昭和55年度老人生活実態調査」による
と， r子どもと一緒に住んでいる」と答えた老人は，
61.2%である。

9) 家屋課税台帳と住宅地図および住民基本台帳の照
合による。従って，調査対象地区内に居住している

借家所有者に限定される。
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